
医療従事者確保支援事業費補助金交付要綱
第１　趣旨

　　知事は、医師臨床研修の質の向上並びに医療従事者の確保及び定着を推進するため、医療従事者確保支援事業を行う病院の開設者に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付に関しては、静岡県補助金等交付規則（昭和31年静岡県規則第47号）及びこの要綱の定めるところによる。

第２　定義

(1) この要綱において「医療従事者確保支援事業」とは、次に掲げる事業をいう。

ア　基幹研修病院研修事業(基幹研修病院が医師を対象として行う臨床研修事業（他の病院の臨床研修医が参加できるものに限る。）をいう 。）
イ　シミュレーションスペシャリスト育成事業(基幹研修病院がシミュレーション教育の専門技術、知識を有する人材を育成する事業をいう。）
ウ　病院体験事業(就業促進病院が企画、運営する学生を対象としたセミナー等で、へき地医療の現状や課題等への理解を深めるために実施する事業をいう。）
(2)  この要綱において、「基幹研修病院」とは、伊東市民病院、独立行政法人国立病院機構静岡医療センター、静岡県立総合病院、市立島田市民病院、社会福祉法人聖隷福祉事業団総合病院聖隷浜松病院及び浜松医科大学医学部附属病院をいう。

(3)  この要綱において、「就業促進病院」とは、へき地保健医療対策等実施要綱(平成13年５月16日付け医政発第529号厚生労働省医政局長通知)に規定するへき地医療拠点病院をいう(ただし、静岡県立総合病院を除く。）。

(4)  この要綱において「学生」とは、学校教育法第50条に規定する高等学校に在学する者並びに同法第83条に規定する大学及び第124条に規定する専修学校のうち、医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法士、臨床検査技師、臨床工学技士又は放射線技師の教育課程に在学する者をいう。

第３　補助の対象及び補助額

　　別表のとおりとする。

第４　交付の申請
(1)　提出書類  各１部

ア　交付申請書（様式第１号）

イ　所要額調書（様式第２号）

ウ　対象経費の支出予定額算出内訳（様式第３号）

エ　事業計画書（様式第４号）（シミュレーションスペシャリスト育成事業にあっては様式第４号の２、病院体験事業にあっては様式第４号の３）

オ　収支予算書（様式第５号）

カ　研修カリキュラムの内容が分かる書類（病院体験事業にあっては事業内容が分かる書類）

(2)　提出期限

別に定める日まで

第５　交付の条件

次に掲げる事項は、交付の決定をする際の条件となるものとする。
(1)　次に掲げる事項のいずれかに該当する場合には、あらかじめ知事の承認を受けなければならないこと。
ア　補助事業に要する経費の20パーセントを超える変更をしようとする場合

イ　補助事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をしようとする場合
ウ　補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合
(2)　補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、速や

かに知事に報告してその指示を受けなければならないこと。
(3)　補助金の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並びにこれらの帳簿及び書類を補助

  の交付を受けた年度終了後５年間保管しなければならないこと。

第６　　　　　 変更の承認申請

(1)　　　　　　　　　　提出書類  各１部

ア  変更承認申請書（様式第６号）

イ  変更所要額調書（様式第２号）

ウ  変更事業計画書（様式第４号）（シミュレーションスペシャリスト育成事業にあっては様式第４号の２、病院体験事業にあっては様式第４号の３）

エ　変更収支予算書（様式第５号）

オ　研修カリキュラムの内容が分かる書類（病院体験事業にあっては事業内容が分かる書類）

第７　実績報告
(1)　提出書類　各１部
ア　実績報告書（様式第７号）

イ　所要額精算書（様式第２号）
ウ　対象経費の実支出額算出内訳（様式第３号）
エ　事業実績報告書（様式第４号）（シミュレーションスペシャリスト育成事業にあっては様式第４号の２、病院体験事業にあっては様式第４号の３）

オ　収支決算書（様式第５号）

カ　受講者名簿（病院体験事業にあっては参加者名簿）
(2)　提出期限
事業完了の日から起算して10日を経過した日（第５の(1)のウにより補助事業の中止又は廃止の承認を受けた場合は、当該承認通知を受理した日から起算して10日を経過した日）又は補助金の交付の決定のあった日の属する年度の翌年度の４月10日のいずれか早い日まで
第８　請求の手続
(1)　提出書類　１部
請求書（様式第８号）
(2)　提出期限
補助金交付確定通知書を受領した日から起算して10日を経過した日まで
第９　消費税仕入控除税額等に係る取扱い

補助対象経費に含まれる消費税相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額（以下「消費税仕入控除税額」という｡)がある場合の取扱いは、次のとおりとする。

(1)　交付の申請における消費税仕入控除税額等の減額

当該補助金に係る消費税仕入控除税額等（消費税仕入控除税額と当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費税の税率を乗じて得た額との合計額に補助金所要額を補助対象経費で除して得た率を乗じて得た金額をいう。以下同じ｡)がある場合には、これを補助金所要額から減額して交付の申請をすること。ただし、申請時において当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が明らかでない場合は、この限りでない。

(2)　実績報告における消費税仕入控除税額等の減額

実績報告書を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が明らかになった場合には、その金額（(1)により減額したものについては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を補助金額から減額して報告すること。

(3)　消費税仕入控除税額等の確定に伴う補助金の返還

(2)に定める実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が確定した場合（消費税仕入控除税額等が０円の場合を含む｡)には、その金額（(1)又は(2)により減額したものについては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を消費税仕入控除税額等報告書（様式第９号）により、別に定める日までに知事に報告するとともに、知事の返還命令を受けてこれを県に返還しなければならないこと。

附　則
この要綱は、平成26年度分の補助金から適用する。

附　則

この改正は、平成29年度分の補助金から適用する。

附　則

１　この要綱の規定及び様式は、不正競争防止法等の一部を改正する法律（平成30年法律第33号）の施行の日（令和元年７月１日）から施行する。

２　この要綱の施行の際現に改正前のそれぞれの要綱の様式により提出されている申請書等は、改正後のそれぞれの要綱の相当する様式により提出された申請書等とみなす。

３　この要綱の施行の際現に改正前のそれぞれの要綱の様式により作成されている用紙は、当分の間、調整して使用することができる。

附　則

　この改正は、令和３年度分の補助金から適用する。

別表

	補助の対象
	補助額

	事業の区分
	対象経費
	補助基準額
	

	１　基幹研修病院研修事業
	基幹研修病院研修事業に要する次に掲げる経費
(1) 報償費（県費補助事業者等に係るものを除く。）
(2) 　旅費（県費補助事業者

等に係るものを除く。）
(3) 需用費

(4) 負担金
	研修１回当たり168,000円

（同一の病院に対して10回を限度とする。）
	補助対象経費の実支出額と補助基準額とを比較して少ない方の額と、総事業費から寄附金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に２分の１を乗じて得た額（1,000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てた額）以内

	２　シミュレーションスペシャリスト育成事業
	シミュレーションスペシャリスト育成事業に要する次に掲げる経費
(1) 旅費

(2) 負担金
	１病院当たり

150,000円
	

	３　病院体験事業
	病院体験事業に要する次に

掲げる経費

(1) 人件費

(2)　　　　　　旅費

(3) 需用費

(4) 役務費
	１病院当たり

400,000円
	



